[bookmark: _Hlk91068350]
(配布資料リスト)


中小企業振興会館整備事業
テナントリーシング業務受託者募集

配布資料リスト


	番号
	名称
	備考

	１
	[bookmark: _Hlk90461427]参加申込書
	HP

	２
	辞退届
	HP

	３
	質疑書
	HP

	４
	[bookmark: _Hlk77260488]参加資格確認申請書
	HP、

	５
	誓約書
	HP、

	６
	設計図面
	メールにて配布

	７
	設備諸元表
	メールにて配布








(様式１)
令和　　年 　月 　日

中小企業振興会館整備事業
テナントリーシング業務受託者募集
参加申込書

那覇商工会議所
会頭　石嶺　伝一郎　様

	代表企業
	住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者
	印



	構成企業
	住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者
	印




中小企業振興会館整備事業テナントリーシング業務受託者募集に参加したいので、下記の　　通り申し込みます。

記

	業　 務  名
	中小企業振興会館整備事業　テナントリーシング業務

	選定日
	令和5年3月13日（月）



	会社名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	

	担当者氏名
	





(様式２)
令和　　年　月　日

中小企業振興会館整備事業
テナントリーシング業務受託者募集
辞退届



中小企業振興会館整備事業テナントリーシング業務受託者募集について、　参加を希望しましたが、都合により辞退します。



令和　　年 　月　 日


住 　　　 所

商号又は名称

代　 表 　者



那覇商工会議所　殿





(様式３)
令和　　年　月　日

那覇商工会議所　殿

提出者　　住 　　　 所
商号又は名称
代　 表 　者

質　疑　書

中小企業振興会館整備事業テナントリーシング業務受託者募集について、次の通り質問します。
	質問事項

	












	担当部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	


1. 質疑書は電子メールにてのみ受け付けます。
E-mail： cci-naha@nahacci.or.jp
1. 電子メール送信後は速やかに担当窓口に電話連絡をとり、着信の確認をしてください。
TEL：０９８-８６８-３７５８
1. 質疑書提出期限は令和5年3月2日(木)　午後3時までとします。


(様式４)
令和　　年 　月 　日

中小企業振興会館整備事業
テナントリーシング業務受託者募集
参加資格確認申請書

那覇商工会議所
会頭　　石嶺　伝一郎　様

	
	住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者
	印



中小企業振興会館整備事業テナントリーシング業務受託者募集について、参加資格を確認　　されたく必要書類を添えて、下記の通り申請します。
なお、参加資格の各要件を満たす者であること及び申請書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

記


１　公表年月日
	公表年月日
	令和5年2月27日（月）



２　業務名
	業　 務  名
	中小企業振興会館整備事業 テナントリーシング業務



３　契約形態
	契約形態
	単体　・　共同企業体



４　連絡者
	会社名
	　

	所属
	　

	氏名
	　

	電話番号
	　



５　業務実績（沖縄県内のオフィスビル又は商業施設のリーシング業務）
	会社名
	　

	施設名
	　

	区画数
	　

	契約形態
	単体　・　共同企業体(出資比率　　　）


[bookmark: _Hlk91068370]※共同企業体の場合、代表企業のみ記載してください。
[bookmark: _Hlk90461595]※共同企業体の構成企業としての実績は、出資比率30％以上のものに限り対象とする。

６　主担当者
	会社名
	　

	氏名
	　

	生年月日
	　

	保有資格
	　


※保有資格は、公募した要件の資格のみ名称及び登録番号を記載してください。

※添付書類　①テナントリーシングの実績を証する書類
②誓約書
[bookmark: _Hlk90917105]
（共同企業体の場合、構成企業ごとに作成してください。）

















 (様式５)
令和　　年　月　日

那覇商工会議所　殿

提出者　　住 　　　 所
商号又は名称
代　 表 　者　　　　　　　　　　　　㊞

誓　約　書　（暴力団排除に関する事項）

当社は、下記のいずれにも該当しません。また、当該契約満了までの将来においても該当することはありません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　以上のことについて、誓約します。

記

１　 法人等（法人又は団体をいう。）の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいる。）の代表者、団体である場合は代表者等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である

２　 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている

３　 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

４　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している


